
地盤ネットホールディングス株式会社

第１部 決算説明

■平成29年３月期 第２四半期 連結決算概要



■平成29年3月期 第２四半期 前年同期比
※百万円未満切捨で表示

平成29年3月期上期は前年上期と比較し営業利益改善
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前期比
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2Q

前期比
H28/3
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H29/3
上期

前期比
前期比
（％）

売上高 618 658 40 583 696 113 1,202 1,354 152 112.7

売上総利益 328 330 2 250 358 108 578 688 110 119.0

営業利益 101 81 △20 △83 86 169 17 167 150 953.6
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■平成29年3月期 第２四半期 当初予想比較
※百万円未満切捨で表示

予想

実績

営業利益・経常利益・当期純利益は第２四半期予想を上回る

売上高 営業利益 当期純利益経常利益

1,322

119 120
72

H29年3月期 上期

予想※1 実績 増減

売上高 1,322 1,354 32 2.4%

営業利益 119 167 48 40.6%

経常利益 120 168 48 39.6%

当期純利益※ 72 123 51 70.8%

※1業績予想の修正前
※2親会社株主に帰属する当期純利益

1,354

167 168
123

2.4
％

40.6
％

39.6
％

70.8
％

上期に予定していた消費者
向けのプロモーション活動を

下期に変更
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■平成29年3月期 第２四半期 前年同期比
※百万円未満切捨で表示

Ｈ28/3 Ｈ29/3 前期比

1Ｑ 101 81 △20

2Ｑ △83 86 169

上期 17 167 150

営業利益
≪平成28年３月期 第２四半期≫

• 内部統制不備による非効率的業務フ
ロー、長期滞留債権による貸倒引当金積
み増しによる利益圧迫

• 監査法人、監査役、内部監査の連携に
よる三様監査を強化し、経営基盤の強化
の推進

• 新スマート地盤システムの安定稼動により
債権の徹底管理の実現

前下期より改善への取り組みを開始

• シェア拡大、iGP販売による営業
利益増加

• 三様監査による業務フローの適
正化、SJSによる債権管理により
貸倒引当金繰入の防止による
営業利益増加

前期からの改善取組継続と営業力強化

1Q 2Q 上期

H28/3月期 H29/3月期
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■過去３年間の新築戸建て着工推移と補償推移
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■平成29年３月期 第２四半期 連結貸借対照表
※百万円未満切捨で表示

平成28年3月期 平成29年3月期_2Q

実績
構成比
（％）

実績
構成比
（％）

増減額

資産の部 1,716 100.0 1,810 100.0 93

流動資産 1,547 90.1 1,611 89.0 64

（現金及び預金） 634 37.0 878 48.5 243

（受取手形及び売掛金） 472 27.5 457 25.3 △15

固定資産 169 9.9 198 11.0 29

負債の部 252 14.7 368 20.4 115

流動負債 208 12.2 321 17.8 112

固定負債 44 2.6 47 2.6 2

純資産の部 1,463 85.3 1,442 79.6 △21

株主資本 1,452 84.6 1,433 79.2 △18

（資本金） 490 28.6 490 27.1 0

（資本剰余金） 18 1.1 18 1.0 0

（利益剰余金） 943 55.0 974 53.8 30

（自己株式） - - △49 △2.8 △49

その他の包括利益累計額 0 0 △1 △0.1 △2

新株予約権 10 0.6 10 0.6 0

前期末から現預金が243百万円増加

利益増加と売上債権の
回収等による増加

未払法人税・未払消費
税の増加

自己株式の取得
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■平成29年３月期 第２四半期 連結キャッシュ・フロー計算書推移
※百万円未満切捨で表示

H27/3
2Q

H27/3
4Q

Ｈ28/3
2Ｑ

H28/3
4Q

Ｈ29/3
2Ｑ

営業活動による
キャッシュ・フロー

△223 △165 279 260 426

投資活動による
キャッシュ・フロー

△96 △99 △19 △19 △39

財務活動による
キャッシュ・フロー

△86 △142 △100 △142 △141

現金及び現金同等物の
増減額（△は減少）

△405 △406 160 97 243

現金及び現金同等物の
期首残高

943 943 537 537 634

現金及び現金同等物の
期末残高

538 537 697 634 878

営業活動によるキャッシュ・フローは、前第２四半期から改善しプラスで推移

⇒前期末から現金及び預金残高は243百万円増加
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■平成29年３月期 連結業績予想
※百万円未満切捨で表示

平成28年3月期 実績 平成29年3月期 予想

上期 下期 通期 上期（実績） 前期比 下期 前期比 通期 前期比

売上高 1,202 1,182 2,384 1,354 112.7% 1,277 108.0% 2,631 110.3%

売上総利益 578 634 1,212 688 119.0% 739 116.6% 1,428 117.8%

営業利益 17 195 213 167 953.6% 53 27.5% 221 103.9%

経常利益 20 195 215 168 840.0% 55 28.4% 223 103.6%

当期純利益 3 128 131 123 －% 10 8.4% 134 101.7%

シェア拡大、調査機
器拡販、FC拡大で
売上増

4月販売開始のiGP
の販売促進

上期に予定していた消費者向けのプロモー
ション活動、全自動化向けシステム投資、
不動産ポータルサイトの開発、
優秀な人材の確保（採用・教育）等の
中長期投資により下期営業利益減少

上期のGP販売拡大
により、下期はGP売
上減少

• 積極的な営業展開により新規顧客獲得によるシェア拡大に
伴う件数増加

• 主力商品を付加価値商品の「地盤安心住宅」「地盤安心
住宅PLUS」へ転換し販売単価是

• FC拡大と調査機器拡販による収益貢献

• 新業務基幹システムによる業務効率化により経費削減

• 件数増加対応として上期に調査機器販売の拡販を実施す
るため下期は上期に対して売上減少

• 中長期的な成長のための投資計画による経費増加で下期
は減益



本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は当社が2016
年11月18日現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前
提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる場合があります。

■当資料取り扱い上のご注意
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地盤ネットホールディングス株式会社
代表取締役社長 山本 強

第２部 事業計画

2016年11月



会社名 地盤ネットホールディングス株式会社

設立年月日 2008年6月25日

代表者 代表取締役 山本 強

資本金 4億9,040万円（平成28年3月31日現在）

上場市場 東京証券取引所マザーズ

事業
グループ

地盤ネット株式会社

設立年月日 2014年10月1日

代表者 山本 強

資本金 3億円（平成28年3月31日現在）

拠点

東京本社（東京都中央区）

北海道支社（北海道札幌市）

東北支社（宮城県仙台市）

中部支社（愛知県名古屋市）

関西支社（大阪府大阪市）

九州支社（福岡県福岡市）

JIBANNET ASIA CO., LTD（ベトナム ホーチミン）

Jibannet Reinsurance Inc. (アメリカ ハワイ)

地盤ネット総合研究所株式会社（東京都千代田区）

■会社概要

【沿革】
2008.06 地盤ネット株式会社設立

2012.12 東証マザーズ上場

2013.07   JIBANNET ASIA CO.,LTD
設立

2014.10 地盤ネットホールディング
ス株式会社へ社名変更
持株会社体制に移行

2015.02 Jibannet Reinsurance 
Inc.設立

2016.07   地盤ネット総合研究所株式
会社 設立

会社概要

１



グループ最適化による業務分担・連携

事業会社

地盤解析、品質管理、営業企画、業務企画

地盤解析・データ入力
地盤解析、データ入力、営業・業務のバッ
クオフィス業務、アジア圏住宅情報収集

再保険事業

地盤補償事業の差別化、リスクファイナンス

研究開発会社
システム開発、災害・解析・評価の研究、
産学官連携、白書出版

安
心
で
豊
か
な
暮
ら
し
の
創
造
を
め
ざ
す

営業部門と開発部門
の密な連携

地盤ネット
ホールディングス㈱

地盤ネット㈱

JIBANNET ASIA 
CO., LTD.
(ベトナム)

Jibannet 
Reinsurance Inc.

(ハワイ)

地盤ネット総合
研究所㈱

（一社）地盤安心住宅整備支援機構

地盤ネットグループ機能組織図

B2B

B2C

海外

地盤ネットグループ機能組織図
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【プロフィール】
1966.06 大阪府生まれ
1990.04 関西学院大学法学部卒業後 証券会社に入社
1994.10 住宅メーカーに入社
1997.07 大手地盤会社に入社
2014.08 （一社）地盤強靭化推進協議会 代表理事就任
2015.01 （一社）40‘sエンジェル/フォーティーズエンジェル 代表理事就任
2015.11 電子国土賞2015（PC部門）受賞
2015.12 著書「その土地を買ってはいけない」（幻冬舎）を出版

多様な社会経験を積み、40代となった方々の起業を後押ししたい。
それが、40代からの起業を支援する「一般社団法人40’sエンジェル（フォーティーズ
エンジェル）」です。

【著書】

Tsuyoshi Yamamoto

地盤ネットHDグループCEO 山本 強
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“生活者の不利益解消”
という正義を貫き、

安心で豊かな暮らしの

創造をめざします。

地盤ネットは生活者と供給者の情報格差を埋める「住生活エージェント」

■経営理念

業界初

“改良工事を

受注しない”

地盤解析専門会社

経営理念

４



１.創業期
地盤革命でビッグデータを蓄積

５

ホップ！ ステップ！ ジャンプ！



①過剰な地盤改良工事の削減、
②見逃されていたリスク有り地盤での対策提言
の２つの仕組みにより、安心に結びつきます。

地盤セカンドオピニオン®地盤セカンドオピニオン®

38%

62%
不要
62%

必要
38%

30,000棟超
過剰な

改良工事削減

再解析の結果

６



地盤調査機械の開発

「地盤」「地震」に関連した、
核心的なテクノロジーと被災
地現地調査によって得られた
知見を基に、平時から有事に
活用できる、様々な製品・技
術の開発

製品・技術力によ
る解析精度向上

地盤調査機
の

無人化
ロボット化

手動

GPⅠ・GPⅡ 半自動

土質サンプラー
水位測定機

完全クローズドシステム
デジタル重機

iGP 全自動

７



地盤安心住宅®

地盤調査から地盤補償までのワンストップサービス

改良工事を受注しない地盤ネットが、一貫して運営管理する
地盤安心住宅®。全国で利用が広がっています。

地盤安心住宅®

８
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地盤安心住宅

地盤セカンドオピニオン

11,757

24,021

36,599

45,202

50,858

「地盤セカンドオピニオン」「地盤安心住宅」による
「地盤革命」で生活者の不利益解消を実現

4,799

受注推移受注区分推移

９
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GPシリーズ利用累計

70,000棟 突破！

GPシリーズ

全国163台配置！

グラウンド・プロシリーズの実績グラウンド・プロシリーズの実績

１０

※2016年11月18日現在



２.上場後
ビッグデータを見える化する

１１

ホップ！ ステップ！ ジャンプ！



土地購入のパラダイムシフト

地盤
調査

住宅会社
決定

住
宅
着
工

地盤
調査

住宅建築
プロセスの変化

事前
情報

プラン
見積り

今までの流れ

地盤の事前調査
・説明無し

再プラン
再見積り

地盤リスク
発覚

重要事項
説明

土地
購入

重要事項
説明

土地
購入

住宅会社
決定

プラン
見積り

住
宅
着
工

新しい流れ 地盤診断
の実施

1.地盤を伝える
・地盤カルテ

・地盤安心マップ

・じぶんの地盤

2.地盤を調べる
・地盤カルテPLUS
・グラウンド・プロ
・地震対応調査

3.住み替えを支援する
・地盤格付け
・安全な土地へ住み替え
・海外展開

土地購入のパラダイムシフト

１２



利用料
無料

WEB
公開

16ヶの
地盤情報

宅地選びの
必須ツール

重ねあわせ情報選択

地盤ネット判定マップ／旧版地形図／４年代航空
写真（国土地理院）／標高マップ（国土地理院）
／地形区分図（国土政策局）／日本シームレス地
質図（産総研）／土砂災害危険箇所マップ（国土
交通省）／震度6強・震度5強地震動予測地図
（J-SHIS地震ハザードステーション）／自治体
液状化ハザードマップ（各自治体）／活断層
マップ（環境地質） ／災害履歴図（国土政策
局） ／避難所データ（国土交通省）

「地盤安心マップ」では、
土砂災害などの地盤災害リスクや、
埋立地かどうかなどの地形地質情報が

多数集約・掲載されている。

http://www.jibanmap.jp/

16項目の地盤情報を集約したマップを無料で公開。地盤情報が地図上で一目瞭然に。

1.地盤を伝える①地盤安心マップ

１３



地盤安心マップ® PRO

１４

現在の、

総利用登録数は、

５２４アカウント
※2016年11月18日現在

～2015年3月10日リリース～



地盤カルテ ―開発コンセプト―

わかりにくかった地盤情報を、誰でもわかる情報へ！
直感的にわかりやすい「降水確率」として！

１５



【地盤リスクの総合目安】
・地盤改良比率
・浸水リスク
・地盤による揺れやすさ
・土砂災害リスク
・液状化リスク

【公示地価情報】
・近隣の公示地価情報
・対象地
（カルテを出した地点）の用途地域
・近隣公示地点の標準地番号
・公示地点までの距離
・公示地点の用途地域

✔診断件数1８万件突破！
✔特許出願中 日本初のシステム
✔多くの住宅会社で活用中！

地盤の安全性と不動産価格の比較が一目瞭然

地盤カルテの特徴 －事前情報の見える化－

1.地盤を伝える②地盤カルテ ～2015年1月27日リリース～

１６

http://jibannet.co.jp/karte/


地盤を正しく知れば地震は怖くない
地震から世界中の人々を守る

１７

現在の、
総利用ユーザー数は、

63,260ユーザー
※2016年11月16日現在

じぶんの地盤アプリ
～2016年8月1日リリース～



「地盤カルテ®PLUSレポート」を工務店、ハウスメーカーにご持参
頂くことで、地盤条件を踏まえた理想の住まい造りに役立てること
が可能に。

【地盤カルテ®PLUSレポート】

• 現地における地盤調査から得ら
れる現実的なスコア

• 通常の戸建住宅の調査では実
施しない「土質採取」「水位測
定」の調査結果を基に判定

• 地盤と建築のプロが推奨する建
築方法を提示

1.地盤を伝える④地盤調査サービスを消費者に直接提供

１８

費用：５万円(税別）
「地盤カルテPLUS」リリース！（2016/3/11）

・SWS調査＋土質採取＋水位測定
・圧密沈下検討と、簡易液状化判定
・調査に基づいた地盤のスコア
・敷地の概略情報
・地盤と建物のプロが推奨する住宅の建て方



Cloud Service

AI解析

IoTとAI化による地盤の見える化

地盤調査
情報

地盤リスク
情報

調査
会社

デジタル調査機

地盤安心マップ

地盤アプリ

地盤アプリにより
一般消費者へ情報還元

全自動解析

調査現場から
全自動でデータ送信(Wifi)

ビッグデータから
瞬時に地盤解析

地盤安心マップ上に解析結果を
自動でプロット

地盤
ネット

住宅
会社

一般
消費者

１９



工事会社

調査会社

依頼
調査依頼

調査報告

工事依頼

●調査員手配

●調査報告

●調査スケジュール

ビルダー

●建築確認申請

●瑕疵保険手続き

●住宅ローン申請

●完成保証申請
●部分転圧工事報告

●改良工事設計申請

●改良工事報告

●工事補償申請

銀行

経理アウトソーシング

入金確認

入金入力●入金突合

●請求書印刷
請求書発行

●地盤安心申込

●セカンド申込

●調査WEB予約

●物件状況検索

●既存住宅地盤補償

●液状化判定依頼

インスペクター

●検査員手配

●現場検査

●検査結果報告

検査依頼

検査報告

物件情報

添付画像

入金情報

工事報告

提携会社

解析情報

調査情報

工事情報

補償情報

請求情報

仕入情報

支払情報

判定

補償

残金

■新システムの概要

シームレスな
業務連携

生産性UPにより

業務効率の向上

業務統合により
スピーディーな
経営判断

ワンストップで
総合サービスを提供

スマート地盤システム
ワンストップサービス

新スマート地盤システム開発

利用企業数

4,600社以上

利用ユーザー数

20,000名突破
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今後の取り組み
地盤アプリ

（地盤リスクスコア、関連情報の投稿・共有）

地盤安心マップPro

スマート地盤システム

iPad(ReportPAD)

Ground Report

全自動調査手配全自動調査発注

iGP（Wifi通信）

全自動解析全自動調査

一般
消費者

調査
会社

住宅
会社

銀
行

全自動資金回収全自動工事手配工事
会社

全自動補償回収

Intra-mart Accel Platform（NTTデータ イントラマート）

地盤
ネット

AI解析
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３.第２創業
ビッグデータで不動産革命を起こす

２２

ホップ！ ステップ！ ジャンプ！



埋立地

海

低地

台地

低層住宅は安全な台地（緑）に移転し、
商業地や高層住宅は低地（黄・赤）に建設

住み替え
支援

80点
3000万円

30点
5000万円

55点
4000万円

地盤ネット「地盤安心スコアマップ」

■地盤スコアと地価との関係

ー地盤スコアと地価との関係性ー

いい地盤を普及させる

２３

空き家・中古住宅が多い



いい地盤を普及させる –いい地盤の日ー

◎「いい地盤」を紹介する
マッチングサイトを開設

◎「いい地盤」への住み替え
促進を訴求する新CM発表

２４



新CM –地盤ネット ジバングー

【出演者】
・地盤安心PR大使 俳優 神保悟志さん
・地盤安心PR大使 女優 葵わかなさん
・エド はるみさん
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いい地盤の紹介マッチングサイト

２６

不動産サイト「地盤ネット」が提案するもの

地盤情報×住宅（土地）情報
＝新たな価値の創造

地盤情報＋土地情報
＝単なる不動産情報サイトでは、静的な驚きはあっても行動に移らない。
地盤情報×土地情報
＝新しい不動産価値の創出。
単に情報を提供するだけでなく見た人に「行動」を促す。行動はビジネスチャンスを生む。

ビジネスチャンス
→不動産会社：旧価値感での不人気物件の販促につながる→調査件数増加
→工務店：価格差を利用したリフォームビジネスの創出→補償依頼の増加
→デベロッパー：過去のニュータウンを再開発→改善策を提案する新ビジネス

掛け算の情報から、行動を促されたプレイヤーが
さらに掛け算で新たなビジネスを創出していく動的衝動を起こす不動産サイト。

新たな価値創造への考え方 ～不動産サイト誕生について～



土地購入のパラダイムシフト

地盤
調査

住宅会社
決定

住
宅
着
工

地盤
調査

住宅建築
プロセスの変化

事前
情報

プラン
見積り

今までの流れ

地盤の事前調査
・説明無し

再プラン
再見積り

地盤リスク
発覚

重要事項
説明

土地
購入

重要事項
説明

土地
購入

住宅会社
決定

プラン
見積り

住
宅
着
工

新しい流れ 地盤診断
の実施

1.地盤を伝える
・地盤カルテ

・地盤安心マップ

・じぶんの地盤

2.地盤を調べる
・地盤カルテPLUS
・グラウンド・プロ
・地震対応調査

3.住み替えを支援する
・地盤格付け
・安全な土地へ住み替え
・海外展開

土地購入のパラダイムシフト
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構造計算に基づいた

耐震性の確保された住宅

継続的な建物検査・補修に

よる適切な維持管理

建物に地盤からの地震動を

伝えない減震地盤工法

高精度の地盤調査・解析に

基づいた安心な地盤補償

＋

＋

建物

土地（基礎下）

地盤

①建物、②土地（基礎下） 、③地盤
三位一体の対策を提案します。

3.地盤を評価する①安全・安心な不動産物件
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3.地盤を評価する①地盤×構造インスペクター

２９



～JIBANNET ASIA CO., LTD.～

ベトナムでの地震発生頻度

 解析業務・データ入力業
務・バックオフィス業務

 アジア圏での住宅地盤関
連情報収集、各種マーケ
ティング活動

 地盤調査請負・補償事業

ベトナム＝安心・安全な地盤
プレートの中にあるため地震発生が極めて低い

事業内容

海外事業
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ダナンでのビジネス展望

山側の丘陵地域に地盤の良いエリアが存在  地盤の良い丘陵地域

 ベトナム中部最大の都市

 オープンな投資促進政策

 海外からの投資に積極的

～JIBANNET ASIA CO., LTD.～海外事業
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https://jiban-soken.co.jp/

